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研究成果の概要（和文）：　島根県松江市は、多くの中小河川が宍道湖および大橋川と繋がっているため、河川
の自然流下が抑制され、内水氾濫が数年に1度程度発生する。内水氾濫抑制のためには、市街地周辺に存在する
田んぼやため池等を活用した雨水貯留効果(本研究ではそれを「雨水貯留ポテンシャル」と称す)の増大が有効と
考えられる。市内の下水道網を考慮した内水氾濫モデルによる検討の結果、雨水貯留ポテンシャルの約7割を活
用することで、近年で最も大きな被害をもたらした2006年7月の浸水被害も大きく軽減できることを明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：  In Matsue City, Shimane Prefecture, many small and medium-sized rivers are
 connected to Lake Shinji or the Ohashi River, which inhibits the natural flow of rivers and causes 
internal flooding about once every few years. To reduce internal flooding, increasing the rainwater 
storage (referred to as "rainwater storage potential" in this study) by utilizing rice paddies, 
ponds, etc., around the urban area is considered effective. The results of this study using an 
internal flooding model that considers the city's sewerage network showed that utilizing 
approximately 70% of the rainwater storage potential can significantly reduce the flood damage 
caused in July 2006, which was the most devastating in recent years.

研究分野： 水工水理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年大雨に伴う被害は、河川の氾濫すなわち外水による被害だけでなく、市街地の雨水排除能力超過による内
水被害も深刻になってきている。本研究により、内水氾濫を防ぐためには、市街地周辺に存在する田んぼやため
池を活用し、都市域の雨水貯留効果を増大することが内水氾濫抑制の有効な手段になり得ることを示した。今
後、市街地においては、周辺の土地利用規制を含めた雨水貯留が可能な区域の保全を図ることで、気候変動によ
る内水氾濫被害の拡大を防ぐことが可能となると考えられた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 気候変動に伴う水災害の激化の検討はなされているが（平成 30 年版防災白書）、雨水排水の下
水道への影響は検討されていない。しかし、今世紀末に 26〜82cm 上昇すると予想されている海
面上昇や降水量の増加に伴い（IPCC AR5, 2014）、それらの影響を受けやすい海域に近い下流河
川に面した都市においては、下水放流先の水位上昇や内水量の増加により計画を超過する内水
氾濫の危険度が増大すると考えられる。中小都市においては大規模地下調節池よりも、川池らが
検討したオンサイトの小規模雨水貯留施設の設置（川池・中川, 2018）や田んぼやため池による
内水氾濫軽減効果が有効である（長谷川・栞原, 2016）。さらに、社会実装として物理モデルに
よる首都圏の浸水予測が行われているが（三好ら, 2017）、その精度やモデル構築に係る経費等
に問題があり、ソフト対策として簡易な内水氾濫の予測手法が求められている。 
 
２．研究の目的 
日本海に注ぐ斐伊川の下流に位置する地方中核都市である松江市を対象に、まず、近年の海面

上昇や将来の気候変動が、市内の雨水排除先となる宍道湖と大橋川に対してどのような影響を
及ぼすかを明らかにする。そして、中小都市でも対応可能な市街地における小規模な貯留対策と、
田んぼやため池の貯留効果を最大限に活用した内水氾濫低減効果を「雨水貯留ポテンシャル」と
定義し、それの効果を定量的に明らかにする。さらに、松江市内の雨水排水網における出水時の
水位予測を検討することを目的に研究を行った。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究対象 
研究対象の松江市は、市内を斐伊川が貫流し、斐伊

川は宍道湖、大橋川、中海、境水道を通じて日本海
と繋がっている（図 1参照）。宍道湖および日本海に
近接する境における年平均水位（潮位）は、この 25
年間で 15cm 以上上昇している（図 2 参照）。また、
松江市の市街地では、2006 年 7月の豪雨で浸水家屋
1,702 戸に及ぶ大きな内水被害が発生した。 
 
(2) 気候変動および海面上昇が与える影響の評価法 
気候変動の影響として、1996〜2015 年を現在気候

(Present)とし、将来気候は CMIP5 における
ACCESS1.3、GFDL-ESM2M、MIROC5 の 2090〜2099 年
の 10 年間の温暖化実験結果を用い、代表的濃度パ
スである RCP4.5 を採用した。トレンド保存型のバ
イアス補正を行った後、分布型流出モデル(HSPF)
を用いて流出計算を行った。1996〜2005 年を同定
期間とし、他の期間を検証期間とした。次に流出計
算結果を境界条件の一つに用い、３次元湖沼モデ
ル AEM3d モデルによる宍道湖・中海の水理水質予
測計算を行った。さらに、海面上昇の影響として、
近年の海面上昇のトレンドを除去した計算も行
い、松江市内の内水排除に影響を及ぼす宍道湖・大
橋川への影響を評価した。 
 

(3) 内水氾濫解析手法 
内水氾濫解析モデルとして、地上部の対象領域を約 15万個の格子に分割し、各格子に下水道・

水路、ため池等の属性を与え、主要な下水道、水路およびため池は、周囲の格子より地盤高を低
くすることで、すべての格子を平面二次元解析の非構造格子として計算した。河川網は特性曲線
による一次元解析法を適用した。構築したモデルを用い、気象庁の松江での 10 分間降雨を対象
領域全体に与えた解析を行い、まず、2006 年 7月 豪雨による氾濫状況の再現性を検証した。次
に、貯留施設による浸水軽減効果を評価するために、貯留施設の有無による氾濫状況を比較し、
松江市内における雨水貯留ポテンシャルを評価した。  
 

(4) 水位予測手法 
 松江市内の雨水排水路網の 9 箇所において 10 分ごとの水位計測を行い、それらのデータをも
とに、機械学習の一つであるランダムフォレストモデルと区分線形回帰モデルを用い、内水氾濫
の危険度が高い地点に対する水位予測を検討した。 
 

 

図 1 斐伊川流域と松江市街位置 

中海
宍道湖

境水道

斐伊
川

松江市街

大橋川

日本海

日本海

斐伊川

 
図 2 宍道湖湖心と斐伊川河口部境におけ

る年平均水位（潮位） 



４．研究成果 
(1) 気候変動および海面上昇が与える影響   
現在気候および将来気候の 10 年間における宍道湖への月流入流量のヒストグラムを図 3に示

す。気温が上昇する将来気候時は蒸発量が増加する影響を受け 4〜9 月の時期に低流量の頻度が
増加していた。さらに、1〜3 月の積雪・融雪期においても低流量へシフトしていた。年流入量
は、将来増加する年がわずかにある一方で、半分以下となる年もみられ、10 年間の総流入量で
みると、将来の減少量は ACCESS は 32%，GFDLM は 24%，MIROC は 29%と 3 割前後の値となった。
気温は 1.3〜4.0℃の上昇が予想され、この影響を受け、AEM3d モデルによる水温と塩分を含んだ
水質予測計算を行ったところ、宍道湖水温で 1.4〜2.5℃の上昇があった。また塩分については、
3.1〜3.9psu 上昇することが予想された。さらに、1991 年以降の平均海面上昇量 19cm に対する
影響を評価したところ、宍道湖で平均 18cm の水位上昇の影響があることがわかった。また、塩
分も 1psu に近い上昇の影響がみられた。このような水位と塩分の上昇は、松江市内の雨水排水
排除先の水圧増加につながり、内水排除に悪影響を与えていると考えられた。 
 
(2) 雨水貯留ポテンシャルの評価結果 
貯留なしのCase1と貯留ありのCase2

の最大浸水深の差を図 4 に示す。最大
浸水深は貯留施設を用いることにより
減少し、特に浸水被害が大きかったAの
周辺では 0.5m 以上の減少も確認でき
た。また、Case1 と Case2 の氾濫水量の
差が、長時間降雨が続いたときに大き
くなっていることが確認できた。これ
は松江市内において長期的な降雨が続
いた場合、張り巡らされる細かい水路
では排水できず内水が蓄積してしまう
ためであった。仮想貯留容量を求めた
結果、田んぼダムを除く施設では仮想貯留容量の
70%以上を貯留できており、適切に機能しているこ
とがわかった。ため池については仮想貯留容量の 7
割ほどの貯留ではあるが、仮想貯留容量が他の貯
留施設に比べ大きいことから、貯留容量にゆとり
があると考えられた。一方、田んぼダムについては
仮想貯留容量の約 3 割の貯留であった。田んぼダ
ムは流出させながら雨水を貯留する機構のため、
雨量強度が強くなければ仮想貯留容量に対する貯
留量は小さくなり、容量を十分利用することがで
きなかったためと考えられた。 
 
(3) 松江市内における水位予測結果 
 過去の内水氾濫被害から浸水リスクが高いと考
えられる地点の水位予測を検討した。ランダムフ
ォレストモデルでは有効な予測を行うことができ
なったが、区分線形重回帰モデルを用いて１時間
先予測を行ったところ、ある程度のピーク水位の
予測を行うことができた（図 5参照）。通常の河川
水位の予測とは異なり、潮位変化の影響を受ける
ことと流域面積がかなり小さいことが予測を難し
くする主な原因と考えられた。 
 
(4) 今後の展望 
今後の課題として、田んぼモデルのモデル化の

妥当性検討、今回検討を行った 2006 年豪雨以外の
降雨パターンを対象としたときの流出抑制効果の
検討がある。また、「雨水貯留ポテンシャル」につ
いては、単位面積あたりの値として計算し、他の流域の値を計算して比較することにより、流域
の流出抑制効果の期待値を表す指標として活用することが考えられる。さらに、将来気候時の雨
水排出先である宍道湖や大橋川の水位予測結果を取り込めるよう、詳細な水門・樋門・ポンプ操
作と組み合わせた内水氾濫解析モデルに改良することも必要である。最後に、本研究を通じて、
将来の海面上昇と気候変動は、宍道湖や大橋川の水位上昇だけでなく、水温や塩分の上昇をもた
らす可能性があることが示された。これらは、将来の樋門やポンプ場の操作規則の再検討の必要
性だけでなく、将来の生態系への影響も検討する必要があることを示していると考えられる。 

 
図 4 Case2（貯留なし）の Case1（貯留

あり）に対する最大浸水深の変化量  
 

 
図 5 区分線形重回帰モデルによる市内

の浸水リスクが高い地点における水
位予測（黒：観測、青：予測） 

 

図 3 宍道湖への月流入流量のヒストグラム 
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